
株式会社ジェイアール貨物・東北ロジスティクス

２０２４年　４月　１日から

２０２５年　３月３１日まで

第　３１　期　計　算　書　類

貸　　借　　対　　照　　表

個　　別　　注　　記　　表



(単位:円)

科目 金額 科目 金額

【流動資産】 【 361,516,293 】 【流動負債】 【 162,508,226 】

現金 887,996 買掛金 1,099,340

普通預金 159,425,643 未払金 39,024,462

売掛金 2,288,000 未払費用 26,503,405

未収収益 178,735,979 前受金 309,100

未収金 3,793,212 未払消費税等 11,427,000

未収利息 0 預り金 7,981,862

貯蔵品 1,176,070 未払法人税等 5,011,100

前払費用 293,106 賞与引当金 71,151,957

前払金 14,916,287

短期貸付金 0

【固定負債】 【 58,915,869 】

【固定資産】 【 62,881,905 】 退職給付引当金 58,723,809

役員退職慰労引当金 192,060

(有形固定資産計) ( 6,439,723 ）

建物附属設備 2

機械装置 3

車両運搬具 4,112,831 負債の部合計 221,424,095

工具器具備品 2,326,887

(無形固定資産計) ( 45,000 ）

電話加入権 45,000 【株主資本 】 【 202,974,103 】

　【資本金】 【 30,000,000 】

(投資その他の資産計) ( 56,397,182 ）

長期貸付金 0 　【利益剰余金】 【 172,974,103 】

敷　金 482,000

保証金 50,000 （その他利益剰余金） （ 172,974,103 ）

リサイクル預託金 224,010 繰越利益剰余金 172,974,103

繰延税金資産　 55,641,172

純資産の部合計 202,974,103

資産の部合計 424,398,198 負債・純資産の部合計 424,398,198

貸　借　対　照　表

資産の部 負債の部

　　　２０２５年３月３１日現在

純資産の部



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　①棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　

　　　　　　商　品　

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法　

　　　②リース資産

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　（３）引当金の計上基準

　　　①賞与引当金

　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しております。

　　　②退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく当期末自己都合退職要支給額から中小企業

　　　　退職金共済からの支給相当額を控除し、新会計基準（簡便法）による繰入必要額を計上しております。

　　　③役員退職慰労引当金　　

　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

２．収益の計上基準 収益認識に関する注記

　　顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に

　 移転 した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しております。 

　　　　　　　　ステップ1：顧客との契約を識別する 

　　　　　　　　ステップ2：契約における履行義務を識別する 

　　　　　　　　ステップ3：取引価格を算定する 

　　　　　　　　ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する 

　　　　　　　　ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する 

　　 収益を認識するにあたっては、顧客との契約に基づき履行義務を識別しており、通常は下記の時点で履行

   義務を充足すると判断し収益を認識しています。 

　（１）受託業務に係る収益

　      受託業務に係る収益は、履行義務が一時点で充足される場合にはサービス提供完了時点おいて、一定

       期間にわたり充足される場合には受託業務の提供期間にわたり定額で、又は進捗度に応じて収益を認識

       しています。 

　      代金は、取引先との契約に基づき、概ね2カ月以内に回収しております。 

３．貸借対照表に関する注記

　（１）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）によっております。

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）によっております。

個　別　注　記　表

平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、その他は定
率法によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証の取決めがある場合は、当
該残価保証額）とする定額法によっております。



４．株主資本等変動計算書に関する注記

　（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　　発行済株式

　　　　普通株式（発行済株式）

　　　　　当期末株式数（発行済普通株式）　　６００株

５．税効果会計に関する注記

　（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の表示方法

　　　企業会計基準第２８号「税効果会計に係る会計基準」の一部改正（平成３０年２月１６日公表）を適用し、

　　繰延税金資産・繰延税金負債は固定区分のみとしております。

　（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が令和7年3月31日に参議院本会議で可

　　決・成立し、令和８年４月１日以後に開始する事業年度から防衛特別法人税が創設されることとなりまし

　　た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の34.55％

　　から、令和８年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.39％とな

　　ります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は526千円

　　増加し、法人税等調整額が526千円減少しています。

６．減損損失に関する注記

　　　自動車運送部門では業績不振が続く中で、事業の好転を目指しトラックの設備投資を行ったものの

　　設備投資分の増益が得られなかったので、今後も業績の回復が見込めないことから減損処理を実施し、

　　特別損失18,405,684円を計上しております

７．その他の注記

　（１）当期純損益について

　　　　　当期純利益は474,544円であります。


